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2023年 11月 22日 

茨城県知事 大井川和彦 様 

（写）基本計画策定委員会委員各位および事務局、 茨城県監査委員各位、 茨城県議

会議員各位 

日立市長 小川春樹様、 日立市県産廃処分場担当課、 日立市議会議員各位 

マスコミ各位、 その他できるだけ多くの市民・県民の皆様 

                  

荒川 照明   日立市台原町 2-10-10  

助川 靖平   日立市諏訪町 3- 4-40 

鈴木 鐸士   日立市千石町 1-15-26 

  

台風 13号降雨時の洪水による産廃処分場予定地の大崩落および 

防災調整池容量の技術基準違反に関する公開質問状 
                   

 

１．はじめに  

県は現在、広大な唐津沢の中に巨大な産廃処分場の建設計画を進めています。豪雨

時に唐津沢の上流域（敷地の西側流域）から処分場敷地内へ流入する激甚な洪水に対

する防災対策が必要であることを機会あるごとに訴えて来ましたが（参考資料１～8）、

私どもの指摘は無視されるだけで、処分場設置計画には、洪水災害対策は何一つ見ら

れないのが現状です。 

本年 7 月 27 日付けの県知事宛の公開質問状では、「本件基本計画の防災調整池容量

の算定には重大な誤りがあり、当該建設計画には、法規違反（調整池技術基準に違反）

があること」を詳細かつ明確に指摘しました（参考資料 8）。すなわち、西側流域の面

積を算定対象面積から除外すると共に、降雨量に不適切な 1/30 年確率の値を用い、防

災調整池容量を 2 万 9,747 ㎥と大幅に矮小化しています。このような大変危険な県の

不正行為に県知事としてはどのように対応されるのか問合せしましたが、回答期限を

大分過ぎても何の回答もいただけませんので、再度お願いすることにします。 

なお、水防法規定の豪雨時（153ｍｍ/ｈ）に唐津沢の上流域（敷地外の西側流域）

から処分場敷地内へ流入する激甚な洪水 18.5 ㎥/s に対する防災対策が不可欠なこと

は、再三に渡って私どもが主張し来ましたが、この度の台風 13 号降雨時の洪水による

産廃処分場予定地の大崩落により実証されました。そのご報告をすると共に、産廃処

分建設計画を早期に取り止められますよう要望いたします。 

 

２．豪雨時における洪水災害対策の現状 

 唐津沢の流域図に示すように、唐津沢流域は、緑色線で示された新設道路と敷地境

界により、敷地流域と西側流域に区分されている。敷地流域は面積が 36.83ha であり、

その上流域（青色で示された領域 A）は 62.09haと大変広く、その流域の下流端（赤丸
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印の位置）における雨水流量は、多大になり、廃棄物処分場の廃棄物とその他の器物

を押し流すことになる。この度の台風 13 号の豪雨時の日立市の最大雨量は 93ｍｍ/ｈ

であったので、そこでの洪水の流量はおおよそ 11.2㎥/sと推定されるが、発生した大

崩落の起点は、まさに上流域の下流端（赤丸印の位置）付近にあたる。なお、朱線で

示された分水嶺に囲まれた計画地流域（唐津沢流域）の面積は 118.3ha と広大である。 

しかし、敷地流域と西側流域（非開発の敷地外流域）を区分する敷地境界には、流

域を区分する隔壁あるいは上流域からの洪水に対する防護壁は無く、豪雨時における

洪水災害対策は何一つ講じられていないのが現状である（参考資料 9）。新設搬入道路

の西側には道路側溝が設けられているが、上流域からの豪雨時における多量の雨水を

収集して防災調整池に誘導する暗渠（上流域転流水路）などの防災設備は何も無い。 

要するに防災対策とは、上流域からの多量の豪雨時雨水を産廃処分場は通さずに、

防災調整池に誘導し、許容放流量を堅持して鮎川へ無事に放流することであるが、「県

は、洪水災害の危険性は皆無と決めつけてしまい、洪水対策は何一つ考えることもな

く、計画することも無いまま」、責任放棄して基本計画を完了させた。上流域からの洪

水に対して全く無防備で大変危険な状態にあるので、そのまま建設しても、いずれ危

険性は明確になり、容認されることはない。県は一刻も早く気付くべきである。 
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３．台風 13号時の洪水による産廃処分場予定地の大崩落の状況 

 日立市では、9月 8日の午後 6時 15分までの 1時間に 93mmの降雨量を記録した。鮎

川の下流域の各所で河川氾濫が起こり、多くの建物に浸水被害が発生し、人目に付か

ない唐津沢流域でも、凄まじい洪水の爪痕を残した。産廃処分場予定地では、主要道

路には全域に渡り流木土石が散乱し、各所の路面に甚大な破損が発生した。 

唐津沢上流域の下端部（上記流域図の赤丸印の位置）を起点として、激甚な洪水に

より、広範囲に地盤（推定：最大長さ約 80ｍ、最大幅約 30ｍ、最大深さ約 7ｍ）が崩

壊し、その土石が遥か離れた湖の南端部まで流下し、その周辺に堆積した。 

 9 月 30 日には、専門家に依頼し、空撮による動画と 145 枚の詳細な静止画を得て、

崩落現場を詳しく調査し、その概要を報告書（添付資料 1)に記載したので、詳しくは

そちらを参照ください。 

 下の写真は、東側すなわち湖側上空から見た崩落現場の一例である。洪水による大

崩落は、水路切替槽の付近を起点として発生し、唐津沢本流に沿った地盤を草木もろ

とも遥か下方の湖南端部まで押し流した。直径1.4ｍもの巨大な埋設管がむき出しにな

り、唐津沢本流の谷間には、凄まじい崩落の爪痕が残された。これは、私どもがこれ

までに主張してきた上流域からの豪雨時における激甚な洪水の危険性を正に実証する

ものである。もし、現在計画中の廃棄物槽が建設され、廃棄物が埋立てられていたと

仮定すると、この度程度の豪雨時（93ｍｍ/ｈ）には、廃棄物は廃棄物槽もろとも鮎川

へと押し流されていたはずである。気候変動が予期される今後には、水防法規定値の

降雨時（153ｍｍ/ｈ）に対処せねばならないので、唐津沢のような地形・形状では、

洪水に対する防災策は現実的には不可能に近いと言える。 
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４．廃棄物槽計画位置と地盤崩落位置の関連 

 下の図は、トンネル出入口付近の計画図を示す。搬入道路より西側の流域は、敷地

外の区域であり、非開発区域とされており、 設 道、側溝排水路、水路切替槽など

は、現状のままとされていた。ところが、下側の崩落説明図に示すように、洪水によ

る崩落の起点は、敷地外の水路切替槽付近に発生し、崩落は洪水と共に廃棄物槽にな

だれ込むことになる。そうなると、滑りやすい廃棄物槽の貯留された廃棄物は一気に

押し流されて、一昨年発生した熱海の崩落事故のような惨事が想定される。 

 水防法規定値の降雨時（153ｍｍ/ｈ）には、広大な上流域（62.09ha）からの激甚な

洪水流量（18.5 ㎥/s）が想定される場所に、何一つ防災対策なしに、有害・危険な廃

棄物槽を建設することは容認されるはずがない。一刻も早く計画を是正すべきである。 
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５．唐津沢産廃処分場の防災調整池容量算定に於ける技術基準違反の状況 

 この件については、本年 7月 27 日付けの県知事宛の公開質問状で説明済みであり、

添付資料２には、詳しい報告書があるので、それらを参照ください。 

 要するに県の計画では、「西側流域の面積を算定対象面積から除外すると共に、降雨

量に不適切な 1/30年確率の値を用い、防災調整池容量を 2万 9,747㎥と大幅に矮小化」

をしており、このような不正行為は、豪雨時には施設ばかりではなく、下流域に対し

て災害の危険性をもたらすものである。 

 

A.防災調整池の容量算定面積について 

 住民訴訟の県側の準備書面（４）では、「新設道路を挟んだ西側（新産業廃棄物処分

場の敷地外）は、そもそも土地の形状形質の変更を伴う開発を行う計画はないから、

調整池技術基準は関係しない。」とはっきりと宣言されている。しかし、防災調整池の

容量算定とその流域に対する許容放流量算定のための流域面積は、計画地流域全体の

面積であり、非開発区域であっても算定対象流域面積から免除されることはない。 

 添付資料 1の図 4に京都府の例を示すように、【重要開発調整池の流域面積は、開発

地面積と非開発地面積の合計面積である。】 

 なお、 １の「調整池容量の算定対象流域面積規定の一覧 」に示すように、各府

県あるいは各市における調整池容量の算定対象流域面積規定を調べたところ、各々 

現は多少異なるが、「開発が行われる区域内だけでなく、その上流部も含む流域全体の

雨水を対象とする」ことが判った。 

 特に茨城県の規定では、「計画排水区域は、雨水については開発区域を含む地形上

の流域とし、汚水については開発区域とする」との規定で、雨水の排水については

「開発区域を含む地形上の流域」すなわち「計画地流域全体」と明記され、汚水につ

ては「開発区域」とすると厳密に規定されている。 

 したがって、現行の県の「開発を行う計画はないから、調整池技術基準は関係しな

い」との判断は、明らかに調整池技術基準に違反するものであり、直ちに是正すべき

である。 

 なお、現行の調整池容量 2 万 9,747 ㎥の場合（流域面積 36.83ha、降雨量 1/30 年確

率）ついて、水防法規定の降雨時における雨水貯留量と許容放流量の状況を下の図に

示す。この図には、水防法規定の降雨量に基づく降雨強度 r の変化（ハイエトグラフ）

と洪水到達時間を 20分とした唐津沢全域からの流出流量 Qの変化を示す。 

調整池は僅か 25 分で溢れてしまい、その後洪水継続期間の 12 時間までの超過放流

量は 30 万 9,600 ㎥であり、防災調整池機能は無いに等しい。このように、容量が大幅

に矮小化された防災調整池は現実的に役立たないので、先ずは、容量算定面積を

118.3haと是正し、規則違反を解消すべきである。 

 その後に、容量算定に適用すべき降雨量についてもよく検討し、適切なものを選定

すべきである。 
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 ： ①現行調整池容量 3万㎥の場合：流域面積 36.83ha、降雨量 1/30年確率 

調整池は僅か 25分で溢れ、超過放流量 31万㎥で、調整機能は無いに等しい。 

 

B.適用すべき降雨量について 

 現行の降雨量は、1/30 年確率のものが適用されているが、技術基準の解説では、調

整池を暫定施設として存置期間を 10年と想定して、当時の宅地開発には、1/30年確率

で良いとされているが、適用する対象の種類・規模、重要度、そして存置期間などに

より適切なものを選択すべきである。エコフロンティアかさまのパンフレットによる

と、防災調整池の容量算定には 1/200 年確率の降雨量を使用した旨の説明があった。

県はこれまで、エコフロンティアかさまと同様な産廃処分場を建設すると標榜して来

たのだから、水防法規定値とまでは行かなくとも、前例に倣ってエコフロンティアか

さまと同じく、1/200年確率の降雨量を選択すべきであった。しかし県は、産廃処分場

には不適切な 1/30 年確率の降水量を使用して防災調整池の容量の矮小化を図った次第

である。 

 そこで私どもは、産廃処分場の存置期間が 200 年以上であることを勘案し、有害物

質、汚染物質などを半永久的に貯留する特別な施設だから、防災対策上の重要性に鑑

みて、現行 1/30年確率の降水量の所を水防法規定（1/1000年確率）の降雨量を適用す

べきであると要請しております。 

 降雨量を水防法規定値とした場合には、調整池容量は 41.5 万㎥になるが、添付資料

2の図 8に示すように、超過放流量は無く、許容放流量 3.43㎥/sを維持し、調整機能

を十分に果たすことが判る。 

溢れる 
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 そして降雨量を 1/200 年確率とした場合には、添付資料 2 の図 7 に示すように、調

整池容量は 19.4 万㎥になり、調整池は 141 分後には満杯になり溢れるが、調整池はか

なりよく機能する。しかし、溢れ時の流出流量は 17.7㎥/sとかなり多く、調整池が満

杯になった後に溢れ出る超過放流量は 15万 7,100 ㎥であるから、洪水災害に対する耐

性が大変弱い鮎川沿いの区域の状況を勘案すると、やはり、防災調整池容量は 41.5 万

㎥に変更するべきである。 

 

６．知事へのご質問 

 そこで、茨城県知事にご質問いたします。 

 

（１）この度の台風 13 号の豪雨時には、唐津沢上流域の下流端の水路切替槽付近を起

点として、激甚な洪水により、広範囲に地盤（推定：最大長さ約 80ｍ、最大幅約 30ｍ、

最大深さ約7ｍ）が崩壊し、その土石が遥か離れた湖の南端部まで流下し、その周辺に

堆積しました。その地盤崩落は、敷地外の上流域を起点とし、搬入道路トンネル出入

口付近を通り、廃棄物槽設置予定位置になだれ込むように発生しました。もし、現在

計画中の廃棄物槽が建設され、廃棄物が埋立てられていたと仮定すると、この度程度

の豪雨時（93ｍｍ/ｈ）でも、廃棄物は廃棄物槽もろとも鮎川へと押し流されて、一昨

年発生した熱海の崩落事故のような惨事が想定されます。 

 このような広大な上流域からの激甚な洪水が発生する場所に、何一つ防災対策なし

に、有害・危険な廃棄物槽を建設することに対する県知事のご見識をお伺いします？ 

 

（２）県の計画では、「西側流域の面積を算定対象面積から除外すると共に、降雨量に

不適切な 1/30年確率の値を用い、防災調整池容量を 2万 9,747㎥と大幅に矮小化」を

しており、このような不正行為は、豪雨時には施設ばかりではなく、下流域に対して

災害の危険性をもたらすものです。県は「新設道路を挟んだ西側（新産業廃棄物処分

場の敷地外）は、そもそも土地の形状形質の変更を伴う開発を行う計画はないから、

調整池技術基準は関係しない。」と宣言されているが、防災調整池の容量算定とその流

域に対する許容放流量算定のための流域面積は、計画地流域全体の面積であり、非開

発区域であっても算定対象流域面積から免除されることはありません。 

 特に茨城県の規定では、「計画排水区域は、雨水については開発区域を含む地形上の

流域とし、汚水については開発区域とする」との厳密な 示があり、雨水の排水につ

いては「開発区域を含む地形上の流域」すなわち「計画地流域全体」と明示されてい

ます。それにも拘わらず、県は「西側流域の面積を算定対象面積から除外する」不正

行為を是正しないことに対する県知事のご見識をお伺いします？ 

 

 これらの 2 件について、勝手ながら本年 12 月 20 日までに、なるべく詳細かつ丁寧

にご回答いただけますようお願いします。 
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添 資料 

（１）台風 13 号時発生の洪水による産廃処分場予定地の大崩落（ドローン空撮状況

調査の概要報告） 2023.10.10 県産業廃棄物最終処分場建設に反対する連

絡会 (文責)鈴木鐸士 

（２）唐津沢産廃処分場の防災調整池容量算定に於ける技術基準違反を糾弾する 

2023.10.18 県産業廃棄物最終処分場建設に反対する連絡会 (文責)鈴木鐸

士 

 

参考資料 

（１）茨城県知事宛「県産業廃棄物最終処分場費用支出の差し止め請求住民訴訟」

の訴状 訴訟代理人弁護士 8名 原告荒川照明他 4名（2021年 9月 24日） 

（２）冊子：「唐津沢産業廃棄物処分場計画の危険性を訴える」 荒川照明 助川靖

平 鈴木鐸士 他 2名（2021年 12月 17日） 

（３）新産業廃棄物最終処分場基本計画策定委員長宛「産廃最終処分場基本計画の

問題点に関する公開質問状」 県産業廃棄物最終処分場建設に反対する連絡

会 共同代  荒川照明 数藤まち子 (2022年 1月 12日） 

（４）茨城県知事宛「鮎川の流下能力不足に伴う豪雨時雨水放流の難題に関する公

開質問状」 荒川照明 助川靖平 鈴木鐸士 （2022年 12月 19日） 

（５）茨城県知事宛「唐津沢流域の洪水浸水想定区域図の試作報告および県への追

認要請」 荒川照明 助川靖平 鈴木鐸士 （2023年 2月 3日） 

（６）茨城県知事宛「産廃処分場計画地の唐津沢流域に対応する防災調整池容量算

定における法規違反に関する公開質問状」 荒川照明 助川靖平 鈴木鐸士 

（2023年 3月 31日） 

（７）冊子：「唐津沢産廃処分場の洪水災害の危険性を訴える」 荒川照明 助川靖

平 鈴木鐸士 他 2名（2023年 6月 25日） 

（８）茨城県知事宛「唐津沢産廃処分場の危険性に関する公開質問状（県の防災調

整池容量算定における法規違反を訴える） 荒川照明 助川靖平 鈴木鐸士 

（2023年 7月 27日） 

（９）新産業廃棄物最終処分場基本計画 (令和 4 年 4 月) 茨城県 乙第 54号の１） 

（10）「茨城県の大規模宅地開発に伴う調整池技術基準及び解説（改正 平成 10 年

10月 1日）」 乙第 46号証の１ 

（11）「開発行為の技術基準（改正 平成 10年 10月 1日）」 17-18頁 茨城県 

（12）重要開発調整池に関する技術的基準 同解説 (平成 29年 7月)   京都府建

設交通部河川課 13-14頁 
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表１：調整池容量の算定対象流域面積規定の一覧表 

 

調整池容量の算定対象流域面積規定の一覧表        その１ 

① 茨城県   

開発行為の技術基準 （平成 10年 10月 1日改正） 茨城県 17-18頁 

計画排水区域は、雨水については開発区域を含む地形上の流域とし、汚

水については開発区域とする。 

  

② 京都府  

重要開発調整池に関する技術的基準 同解説 （平成 29年 7月） 京都

府建設交通部河川課 13-14頁 

流域面積の考え方は参考図 2.2に示すとおりである。同図によると、重要

開発調整池の流域面積は、開発地面積と非開発地面積の合計である。 

 

③ 宮城県  

都市計画法に係る開発許可制度便覧 第 3章開発許可に係る技術的基

準（令和 5年 7月 18日改定） 宮城県 337頁 

排水施設の設計にあたっては、流域単位で考えるものであるから、開発区

域内の雨水及び汚水についてはもちろんのこと、周辺地形状況又は周辺

地域の土地利用の状況により、その排水区域を設定すること（説明図あ

り）。 

例えば、背後に丘陵地があるなど当然その区域の雨水を処理しなければ

ならない場合は、その雨水についても併せて設計しなければならない。 

 

④ 滋賀県 

開発に伴う雨水排水計画基準（案） 滋賀県土木交通部河港課 （平成 14

年 4月） 11頁 

開発区域外において、調整池の集水域となる区域が生じる場合、原則とし

て当該区域は調整池の計画上、開発区域と見なすものとする。 

 

⑤ 兵庫県 

重要調整池の設置に関する技術的基準及び解説 兵庫県 （令和 5年 6

月） 10頁 

許容放流量の算定に係る区域（集水面積）は、開発行為を行う区域の面積

A1と開発行為を行う区域外の流入区域の面積 A2の合計としている（解

説図あり）。 
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調整池容量の算定対象流域面積規定の一覧表         その 2 

⑥ 栃木県大田原市   

森林法に基づく林地開発許可申請の手引き 46頁 

開発流域から流出する雨水は、すべて調整池に取り込むものとし計画す

ること。なお、調整池の流域は、開発区域だけでなく雨水が流入するすべ

ての流域とする。 

  

⑦ 東京都八王子市   

東京都生活排水対策指導要綱（巻末資料 2）：４排水施設 1-3-4-5頁 

排水面積は、開発の内容や周辺の地形等を勘案して決定される排水区

域の面積である。開発が行われる区域内だけでなく、その上流部も含む

流域全体の雨水を対象とするため、開発区域とは必ずしも一致しないの

で注意を要する（下図参照）。 

   

⑧ 香川県高松市   

高松市開発指導技術基準 （令和 2年 7月） 18頁 

開発区域内の排水施設については、集水区域に分け、流出量を算出し、

その排水施設の流下能力、流速が基準を満たしていることを確認する。な

お、排水施設は流域単位で考えるものであるから地形の状況により、開

発区域外の土地も含めて集水区域を設定する必要がある。 

  

⑨ 福岡県糸島市   

開発行為等に関する指導規定 技術基準 （令和 4年 4月改定） 10頁  

雨水は、降雨量と地形から想定される雨水量とする。なお施行区域内の

雨水はもちろん周辺地形の状況、例えば背後に丘陵地がある等から考え

て、その区域の雨水を排水しなければならない。 

 

⑩ 兵庫県西宮市 

開発許可制度の運用基準 西宮市都市局建築・開発指導部開発審査課

（令和 4年 10月） 57頁 

 雨水：降水量と地形から想定される雨水をいい、開発区域内の雨水はも

ちろん、周辺地形の状況から考えて、背後に丘陵地があるなど当然その

区域の雨水を処理しなければならない場合は合わせて設計しなければな

らない。 

 

 

 

https://www.city.ohtawara.tochigi.jp/docs/2017062800026/file_contents/rinchikaihatsu201606.pdf

